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研究成果の概要（和文）：本研究は、自然・社会的要因が絡む現代リスク社会における「不確実性」（最新の科
学を基づいても予測不可能なリスク情報とその社会への影響に関連）の問題に焦点を当て、地震リスクをはじめ
とするリスクの不確実性が公共政策における政策形成過程を通してどのように対応され得るかにつき、その現状
と課題を明確にすることを目的に進められた。科学と公共政策の接点を重視し、様々なケースを踏まえて現行の
プロセスや仕組みを精査し、日米研究者間のラウンドテーブルや、企業や市民との協働知創出ワークショップを
通して、その対応の在り方について検討が行われた。その結果、本問題への多様なステークホルダーの意識向や
合意形成に貢献した。

研究成果の概要（英文）：This research, which focused on uncertainty (related to the part of risk 
information unpredictable even with latest science and its implication on society) in a modern risk 
society where natural and social factors are interrelated in complex ways, aimed at identifying the 
current status and challenges in terms of how risks such as earthquake risks accompanying with 
uncertainty can be addressed through policy formation process in public policy. The research gave 
special attentions on the interface between science and public policy, investigated existing 
relevant processes and schemes based on different cases and examined the ways to address through the
 US-Japan expert roundtables or co-knowledge creation based workshops. As a result, we contributed 
to raising awareness for the relevant policy issues and consensus formation among multistakeholders.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 ダイナミックに変容する現代リスク社会
について、公共政策と科学者それぞれの専門
家が異なる領域から本課題について取り組
む傾向が見られた。公共政策的視点からその
現代リスクの特徴について以下のような特
徴が指摘されてきた（Clark & Shimizu,2010, 

清水、2013 など） 。 

 様々なリスク要因が極めて複雑に絡
みあって大規模災害に至るケースが
多い。 

 リスクが実際の災害になってあらわ
れたときにその影響が直接・間接的
に及ぶ地理的（空間的）範囲は広く
なる傾向にある。 

 リスクに絡む問題や社会的な影響が
次々に連鎖する傾向にある。 

 その影響は、短・中・長期的に及ぶ
傾向にある。「いつ」、「どこで」、「誰
が」、「どのように」災害リスクに晒
されるかという点で、不確実性が増
している。 

 しかし、実際に「事例」を用いて現代リス
クと公共政策の関係を追求した研究は数少
なく、なかでもリスクの「不確実性」と公共
政策の連関性について検証した研究はあま
り存在しない現状があった。特に、公共政策
における政策形成・決定過程の中で、現代リ
スクの「不確実性」がどのように扱われるの
か、そうした研究はなかなか見られない現状
が大きく見られた。一方、科学サイドでも、
リスクに伴う不確実性をどのように政策コ
ミュニティや一般に伝え、意思決定や日頃の
災害リスクマネジメントに活かすかという
点においてほとんど議論がなされてこなか
った。 

 

２．研究の目的 

 上記背景を踏まえ、本研究では、これまで
個別に行われてきた政策・科学専門家別のア
プローチを統合し、公共政策の知見と科学的
知見を有機的に組み合わせ、それらを俯瞰す
ることによって、地震リスクに関わるケース
を中心に、公共政策的視点、特に公共政策に
おける政策形成・過程の軸を通して検証し、
現代リスク社会の変容におけるリスクの不
確実性に対する公共政策的対応を追求する
ことを目的とした。本研究は、こうした具体
的事例検証を通じて、現代リスク社会の変容
における公共政策の在り方に貢献すること
を目指した。より具体的には、下記の問題に
焦点を当て解明することを目的とした。 

【課題①】 科学的情報・予測過程の解明 

【課題②】予測結果が政策サイド・国民に伝
えられるプロセスの解明 

【課題③】シミュレーション・実験・事前評
価・政策代替案の検証 

【課題④】政策決定過程の検証 

【課題⑤】実施過程・事後評価の解明 

【課題⑥】「不確実性」に対するより良い公

共政策的方法の明確化 

 

３．研究の方法 

 本研究 1年目に焦点を当てた東日本大震災
の前後の不確実性に関わる政策形成過程、2
年目に焦点を当てた南海トラフ沿いの大規
模地震の可能性に関するケースや国外の先
進的取り組みのケーススタディを踏まえ、最
終年度（3 年目）は、現行の政策上の制度や
仕組みを含めた取組みの「隙間」とその隙間
を小さくする（あるいは代替的な方法でデザ
インする）ための公共政策的方法に重点が置
かれた。具体的には、日米研究者間で設けた
ラウンドテーブルやパネルディスカッショ
ンを通して、これまで得た事例や情報をさら
に分析、評価する作業を行い、特に南海トラ
フを想定した地震リスクと不確実性への対
応における隙間を明確化にした。さらに、そ
の「隙間」を小さくするための方法について、
企業や市民との「協働知創出型のワークショ
ップ」を通して、本問題への向き合い方や対
応の在り方についてコンセンサスを創りあ
げてく方法が採用された。これらの方法を積
み上げていくことによって、本研究の最終的
な目標である不確実性に対する公共政策的
対応を追及することができた。 
 特にその協働知創出型のワークショップ
では、自然科学者と社会科学者が協働し，地
震リスクの不確実性に関わる実際を如何に
社会に伝え，それを社会にどのように反映さ
せていくかに焦点当て，本課題へのより良い
取り組み方について、社会の主要なステーク
ホルダーと協働で検討する手法を取った。 
そこでは１）具体的なシナリオに基づき、 
実際のシナリオを経験することを通して参
加者にその場で学習してもらうこと，2）参
加対象者と科学者または政策関係者が同じ
テーブルに着き，双方の本音の対話を促進す
ることを重視した（その手法も編み出した）． 
 
４．研究成果 
 本研究は、上記の手法・プロセスを通して
ダイナミックに変容する現代リスク社会に
対応する公共政策のあり方を追求した結果、
「不確実性」とと公共政策の連関性が浮き彫
りにされ、それへの公共政策的対応方法が提
案された。より具体的には、その成果の一部
として次が明らかにされた。 
１）不確実性と公共政策の関係性とそのマネ
ジメントのための思考枠組み 
２）公共政策における（深い）不確実性のた
めのマネジメント枠組み 
３）不確実性マネジメントのための公共政策
的アプローチ方法（地震リスクを想定） 
 
 下記に、その１）、２）３）のポイントを
提示する。 
 
１）不確実性と公共政策の関係性とそのマネ
ジメントのための思考枠組み 



 本研究を通してリスクの不確実性やその
周辺の散在する既存の様々な研究を元に体
系化し、社会的側面を重視して捉え直した。 
 先ずリスクの不確実性の構造を概観する
にあたって、William D. Rowe に見出される
見方に着目した。Rowe は、科学的な観点から
リスクの不確実性の全体的な構造について
以下の４つに分類し、多層的な観点からの不
確実性を提示している(Rowe,1994)。 
（1)計測的側面：リスク測定上の変動 
（2)構造的側面：リスク測定モデルやその有
効性を含む複雑性を起因とする不確実性 
（3)時間的側面：過去に関わる（データ不足
などに伴う）リスクの不確実性や（長期的な
状況が精査されていないこと等による）今後
の状況に関わる不確実性 
（4)解釈的側面：不確実な結果を説明すると
きに生じる不確実性 
 これを公共政策の視点から、特に社会的側
面に焦点を当てて捉え直し、次の３つのこと
が浮き彫りになった。 
第一に、上記の４つのリスクの不確実性の構
造を社会への影響にも当てはめると構造的
な課題が浮かびあがる。特に短期的なものか、
長期的なものか、その不確実性は時間によっ
て大きく変化する。不確実性の高い低頻度巨
大災害リスクは、確率の小ささと低頻度であ
るだけで軽視された政策をとれば、もし起き
たときの影響は計り知れなく大きくなる。 
  第二に、そもそも災害リスクは目に見え
にくいのと同様に、不確実性も目にみえにく
い。このため不確実性をどのように伝えるか
が、対応の鍵の１つを握ることになる。特に
リスクコミュニケーション、つまり個人、機
関、集団間で相互作用する過程であり
(National Research Council, 1989)、異な
る組織・アクター間における双方向のコミュ
ニケーションのあり方が、不確実性の解釈の
差異に繋がり得る。不確実性をどう伝えるか
によって、リスクの幅・大きさへの理解に影
響を及ぼす。ひいては、それによってリスク
および不確実性への社会対応に影響する。 
  第三に、リスクの不確実性が社会や個人
に及ぼす影響はいかなるものかといったよ
うに、リスクの不確実性が及ぼす社会的影響
における不確実性にも着目することが求め
られる。上記 1)-4)に対応する社会的影響の
側面は以下のように考えられる。 
（1) 計測的側面：リスクの計測に関わる
不確実性 
をどう理解するか。それがどのように人の心
理、人・組織の行動、政策に影響するか。 
（2)構造的側面：リスクの不確実性を考慮す
る、または理解する上で、社会構造的にどう
捉えるか。たとえばリスクの不確実性は組織
間、アクター間、システム間の関係性にどの
ような影響を与えるのか。 
（3)時間的側面：異なる時間軸、つまり短期、
中期、長期的に見た場合、不確実性が個人や
社会に及ぼす状況も変化し得る中で、その変

化を見通してどのように政策検討を行うの
か。 
（4)解釈的側面：現代リスク社会は、個人か
ら社会における企業や政府をはじめとする
様々なステークホルダーから構成されてお
り、そうした多様なステークホルダーがどの
ように不確実性に関わる状況を解釈し、他の
ステークホルダーとコミュニケーションを
図り、公共政策を形成するのか。 
（1)-（4)の側面について、そればらばらで
はなく、関連していることが指摘される。ま
た、上記第二の点で指摘した公共政策におけ
るリスクコミュニケーションは、科学的、社
会的側面両方から、さらに少なくとも（1)-
（4)の側面を見ることが求められる。 
 
２）公共政策における（深い）不確実性マネ
ジメント枠組み 
 １）を踏まえ、科学的および社会的両側面
を考慮にいれた公共政策の文脈から災害リ
スクの不確実性、特に多面的な側面をもつ
「深い」不確実性のマネジメントのための基
本的な思考枠組みが図 1に示される。 
 深い不確実性をより詳細に説明すれば、
「（意思決定）システムおよびその境界線、
その結果およびその重要性、またはシステム
へのインプットが不確かであるために事前
予測について、周知していないこと、あるい
は周知できない」状況を指す。図 1 の要素①
②③④が関連づけて実施され、そこから連動
して生み出される協働知によって、不確実性
を軽視する、あるいはそれを考慮することな
く政策形成あるいは意思決定を行うといっ
た行為が回避できると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図 1：公共政策における（深い）不確実性の
ためのマネジメント枠組み（作成：清水美香） 
 
３）協働知創出型ワークショップの総合的成
果 
 １）２）に見るような不確実性と公共政策
の連関性を踏まえた上で、上記協働知創出ワ
ークショップを独自の手法で編み出し、多様



なステークホルダーを対象とした協働知創
出型ワークショップを、2017 年から 2018 年
にかけて３回実施した。具体的には、教育関
係者、企業、市民のそれぞれのステークホル
ダーに焦点をあて、地震リスクと不確実性
（または不確かさ）を素材に、上述のように、
具体的なシナリオに基づき、参加対象者と科
学者または政策関係者による対話を通して、
どのように本問題に向き合い（マネジメント
し）それぞれの立場から日常的に（公共政策
的観点から）行動を起こしていくかについて、
ワークを通して話し合いが進めた。その中で、 
研究代表者が不確実性マネジメントのため
の公共政策的アプローチ：Foresight（先を
見通して学習し続ける）方式を提示し（図 2
参照）、ワークショップの中で一部試行され
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（著者作成） 
端的にいえば、社会的側面を組み入れてリス
クの不確実性を構造的にみると不確実性は、
「 確 率 論 」 だ け に 留 ま ら ず 、 不

図 2：多様なステークホルダーを対象とした、
不確実性マネジメントのための公共政策的
アプローチ：Foresight（先を見通して学習
し続ける）方式（作成：清水美香） 
  
 そのアプローチをワークショップで採用
した結果、次のような成果を見ることができ
た。 

 異なるステークホルダー同士の対話
（科学者と企業関係者または教育関
係者，政府・自治体関係者と企業関
係者または教育関係者など）を通し
て，それぞれのステークホルダーが
すべきことが浮き彫りになった． 

 普段接点を持たない科学者と参加者
または政策関係者が，同じテーブル
で本音を話すことにより，相手を知
るきっかけになるとともに，悩みや
問題意識を共有するプロセスに繋が
った． 

 参加者の「不確実性」に対する理解
がワークショップの中で格段に向上，
学習効果が明らかに見られた．ワー
クショップの最後には，問題が自分
事になり，各自が何をすべきかにつ
いて問題意識をもつようになった．
その中で普段の防災対策を見直すき
っかけにも繋がった． 

 ありのままの科学情報を社会に伝え，

それに基づいた防災対策に繋げるた
めに，多様なステークホルダーを巻
き込んだ協働による地震リスク評価
体制やコミュニケーションの仕組み
の検討が最重要である点において、
参加者からコンセンサスを得ること
ができた。 

 さらに、地震予知に依存するのでは
なく，自然・社会科学者，政策関係
者，地方自治体，市民，企業が本課
題で協働する場を広く設定し，学習
とリスクコミュニケーションを促進
しながら防災対策の強化に繋げるプ
ロセスそのものが，実際に大震災が
起きた場合の減災に欠かせないとい
う点についても、コンセンサスが得
られた。 
 

  さらに、本研究のアウトカムとして、本
問題への多様なステークホルダーの、または
ニュース報道などにも取り上げられたこと
を通して、一般の意識向上に貢献した他、多
様なステークホルダー間の合意形成にも貢
献した。全体としてこれまでの研究成果は、
新聞記事や論文、学会発表、著書などを通し
て、政策インプリケーションまたは勧告とし
て提示された。 
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